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政 策 局 事 務 分 掌 

総務部 

総務課 

１ 局内の人事、文書、予算及び決算に関すること。 

２ 局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

３ 局の危機管理に関すること。 

４ 局区長会に関すること。 

５ 他の室、部及び課の主管に属しないこと。 

統計情報課 

１ 統計調査の実施及びこれに係る連絡調整に関すること。 

２ 統計情報の整備及び提供に関すること。 

３ 各種統計情報の解析に関すること。 

大都市制度推進本部室 

大都市制度・広域行政部 

制度企画課 

１ 大都市制度その他の地方自治制度に係る調査研究及び総合調整に関すること。 

２ 横浜特別自治市に関すること。 

３ 横浜市大都市自治研究会に関すること。 

４ 室内他の課の主管に属しないこと。 

広域行政課 

１ 広域行政の推進及び広域連携に関すること。 

２ 指定都市市長会に関すること(財政局の主管に属するものを除く。)。 

３ 他の地方公共団体との友好交流に関すること。 

４ 地方分権の推進に係る調査研究及び総合調整に関すること。 

５ 横浜市神奈川県調整会議に関すること。 

６ 国の制度及び予算に関する提案及び要望についての調整に関すること。 

政策部 

政策課 

１ 総合計画の策定及び進行管理に関すること。 

２ 重要政策の企画、立案及び総合調整に関すること。 

３ 財政及び行政運営に係る重要施策の調整に関すること。 

４ 市政運営の基本的な方針の策定に関すること。 

５ 政策に係る統括本部、局及び区の連携に関すること。 

６ 政策支援に関すること。 

７ 最高データ統括責任者及び最高データ統括責任者補佐監に関すること。 

８ データ活用に係る施策の企画、推進及び調整に関すること。 

９ 政策に係る課題及び都市問題等の基礎的調査研究に関すること。 

10 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 174 条第１項に規定する専門委員及び横
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浜市経営諮問委員に関すること。 

11 横浜国際港都建設審議会に関すること。 

芸術創造本部室 

芸術創造部 

芸術創造課 

１ 芸術創造政策の企画、立案及び総合調整に関すること（劇場計画部の主管に属す

るものを除く。）。 

２ 室内他の部の主管に属しないこと。 

劇場計画部 

劇場計画課 

１ 劇場に係る計画の立案及び調整に関すること。 

男女共同参画推進課 

１ 男女共同参画に関する施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

２ 男女共同参画に関する調査研究及び広報並びに相談に関すること。 

３ 横浜市男女共同参画審議会に関すること。 

４ 男女共同参画センターの運営管理に関すること。 

５ 公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会に関すること。 

秘書部 

秘書課 

１ 市長及び副市長の秘書に関すること。 

２ 一般褒章及び表彰並びに各種待遇者に関すること。 

３ 儀式及び交際に関すること。 

４ 横浜市功労者審査委員会に関すること。 

５ 市長公舎の維持管理に関すること。 

６ 秘書事務に係る情報の収集等に関すること。 

７ 市政報道及び報道機関との連絡に関すること。 

共創推進室 

共創推進課 

１ 構造改革特別区域法(平成 14 年法律第 189 号)及び地域再生法(平成 17 年法律第

24 号)に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

２ 指定管理者制度に係る企画及び総合調整に関すること。 

３ 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律(平成18年法律第51号)に係

る事務の企画及び総合調整に関すること。 

４ 広告事業及び協賛金収入等に係る企画及び総合調整に関すること。 

５ 施設等の命名権に係る企画及び総合調整に関すること。 

６ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律(平成11年法律

第 117 号)に係る事務の企画及び総合調整に関すること。 

７ その他民間事業者等との連携に係る施策の企画、立案、総合調整、相談等に関す
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ること(統括本部並びに他の局、室、部及び課の主管に属するものを除く。)。 

東京プロモーション本部 

１ 国会、各省庁その他諸機関との連絡調整に関すること。 

２ 市政に関連のある情報及び資料の収集に関すること。 

３ 本市主要施策の調整及び発信に関すること。 

４ 特命事項に関すること。 

大学調整課 

１ 公立大学法人横浜市立大学に関すること。 

２ 横浜市公立大学法人評価委員会に関すること。 

３ 市内大学等との連携の推進に関すること。 

基地対策課 

１ 米軍施設の返還促進に関すること。 

２ 返還跡地の利用に関すること。 

３ 米軍施設に関する連絡及び調整に関すること。 
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Ⅰ 令和３年度 政策局 運営方針 
 
 
 
 
 

令和３年度は、「横浜市中期４か年計画（2018-2021）」の最終年度であることから、政策局

は各施策において総合調整機能を発揮し、各区局を政策的視点から支援するとともに、横浜

の持続的な成長・発展の実現に向け、未来を見据えた政策の検討や取組を進めます。 

 

令和３年度予算では主に次の３つの視点から取組を進めます。 

 

   

１ 横浜の未来を見据えた全市的施策の展開 

市民生活の安全・安心を支えるとともに、活力や賑わいのあるまちづくりを進めていくた 

め、「中長期的な政策課題検討」や「海洋都市横浜」を目指した取組などを進めます。 

また、横浜市新たな劇場整備検討委員会からの提言をふまえ、引き続き、管理運営に関す

る調査検討を行います。 

さらに、オープンイノベーションにより社会的課題、地域課題の解決を図るため、様々な

行政分野において「共創」の取組を推進します。 

また、必要な施策を効果的・効率的に推進するためにも、大都市横浜にふさわしい権限と

税財源を持つ新たな大都市制度「特別自治市」の早期実現に向けて引き続き取り組みます。 

 

  

２ 市内米軍施設の返還と跡地利用の推進 

 市民生活への負担やまちづくりの大きな制約となっている米軍施設の返還は、市民共通の

願いであり、市政の重要課題として取り組んできました。 

根岸住宅地区については、令和２年６月に国による原状回復作業が開始され、返還がより

現実的となっています。そのため、令和３年３月に策定した根岸住宅地区跡地利用基本計画

に基づき、早期事業化に向けた検討を進めます。 

平成 26 年に返還された旧深谷通信所については、平成 30 年２月に策定した跡地利用基本

計画に基づき各施設の基本計画の検討を推進し、環境影響評価及び都市計画手続きを進める

とともに、暫定利用に関する運営・維持管理を行います。 

他の既返還施設や返還合意施設等についても、国との調整など、取組を着実に進めます。  

 

 

３ 男女共同参画の推進 

第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７年度）スタートの年として、『女性活躍の

さらなる推進』、『安全・安心な暮らしの実現』、『誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり』

に取り組みます。 

「よこはまグッドバランス賞」の認定を通じて、誰もが働きやすい職場環境づくりやワー

ク・ライフ・バランスを推進するとともに、働く女性の学びと交流の場として「横浜女性ネ

ットワーク会議」を開催します。また、ＤＶ等暴力の未然防止・根絶に向けた取組や、就職

氷河期世代を中心とした非正規職シングル女性の就労支援、不安を抱えた女性の課題解決支

援のための電話相談を実施します。さらに、ジェンダーに関する課題の社会的な理解促進や

機運醸成に向けて、若い世代に向けた広報・啓発の充実を図ります。 

基本目標 
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（③ 28百万円 ② 17百万円） 

（③ 42百万円 ②    21 百万円） 

（③ 10百万円 ② －百万円） 

（③ 10百万円 ② －百万円） 

（③ 22百万円 ② 21百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 

人口減少社会の到来、超高齢社会の進展、人や投資などの東京一極集中といった厳しい状

況を乗り越え、横浜の持続的な成長・発展を実現させるため、全市的に施策を展開していき

ます。さらに、長期的視点に立った新たな施策や魅力づくりに取り組みます。 

 

１ 中長期的な政策課題検討 

※金額は下記の総計 

（１） 地域の総合的な移動サービスのあり方検討調査【新規】 

・ 地域の輸送資源の実態把握、ＩＣＴ活用等も含めた移動サービス等に関する基礎調査

を実施 

・ モデル地区での実証に向けたケーススタディの実施など、地域における重層的かつ多

様な移動サービスの可能性を検討し、地域交通施策の推進を図る 

（２） デジタル技術の活用による地域活性化検討【新規】 

・ 本市の抱える地域課題等に対し、課題解決や地域の活性化に資するデジタルサービス

を検討 

・ 導入効果や実現可能性の高いサービスについて、令和４年度以降のモデル実施を想定

した調査を実施 

（３） その他政策課題検討調査費 

・ 市民生活及び市政運営に大きな影響を及ぼすと考えられる政策課題について、解決に

向けた調査・検討を実施 

・ 課題解決に向けたより効果的な政策形成手法を検討 

 

２ データ活用の推進 

・ 横浜市官民データ活用推進基本条例及び横浜市官民データ活用推進計画を踏まえ、デ

ータの可視化・分析ツールの活用等によりデータを重視した政策形成の推進を図ると

ともに、オープンデータの推進、データ活用人材の育成及びＧＩＳの活用を推進 

 
 

目標達成に向けた施策 

１ 横浜の未来を見据えた全市的施策の展開 
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（③ 14百万円 ② 17百万円） 

（③ 31百万円 ② 200百万円） 

（③ 39百万円 ② 100百万円） 

 

（③   ４百万円 ②    ５百万円） 

（③ 36百万円 ② 19百万円） 

 
３ 共創の取組の推進 

・ オープンイノベーションを通じた社会的課題・地域課題の解決に向け、オンライン

上での共創フロントの活用促進・提案の質向上のための新たな基盤を構築・運用 

・ 市庁舎低層部等の空間も活用しながら、共創オープンフォーラム等の横浜市の公民

連携の取組を広く周知する場や共創ラボ等の公民対話の場を積極的に展開し、様々

な行政分野で共創の取組を推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 新たな劇場計画の検討 

・  横浜市新たな劇場整備検討委員会からの提言を踏まえた基本計画及び管理運営に関す

る調査検討等 

 

５ 芸術創造の推進 

・ 舞台芸術の活性化や文化芸術による次世代育成のほか、海外劇場等とのネットワーク

づくりを推進。また、ワークショップの開催や多様な媒体を活用した広報に取り組む。 

 

６ 「海洋都市横浜」を目指した取組 

・ 海洋分野の企業・研究機関等で構成する「海洋都市横浜うみ協議会」を中心に、海洋

産業・市内経済の活性化や、海に関する教育・啓発活動等、海洋分野の活動拠点と 
なる「海洋都市横浜」に向けた取組を推進 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

７ 「特別自治市」の早期実現に向けた取組と他自治体との広域連携・交流の推進 

 

・ 本市独自要望を行うとともに、他の指定都市とも連携し、立法化実現のため、国への

働きかけを実施、市民の皆様等への広報、各種調査等 
・ 特別自治市が担う業務、住民自治構造など特別自治市の具体像、広域連携のあり方等

の検討・調査、有識者へのヒアリング等を実施【新規】 
・ 九都県市首脳会議や近隣自治体との広域連携の推進 
・ 山梨県道志村及び群馬県昭和村との友好交流推進 

 

《市庁舎アトリウムでの共創オープンフォーラム開催の様子（9/24 開催）》 
 

《左・中：「海洋都市横浜うみ博（うみ博）」の様子  右：「海と産業革新コンベンション（うみコン）」の様子》 
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平成 16 年に日米政府間で返還方針が合意された市内米軍施設について、跡地利用の取組

を進めています。 
なお、返還合意されていない瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックなどの米軍施設についても、

早期返還に向け、引き続き国へ働きかけていきます。 
（③ 46百万円 ② 54百万円） 

 
 
 

 

１ 根岸住宅地区（未返還（返還方針合意））           （③ 27百万円 ②  30百万円） 

令和元年 11月 15日に原状回復作業の実施に向けた共同使用が日米合意されました。

その後、令和２年６月には国による原状回復作業が開始され、返還がより現実的となっ

ています。そのため、令和３年３月に策定した「根岸住宅地区跡地利用基本計画」に基

づき、早期事業化に向けた検討を進めます。 

○ 民間土地所有者等によるまちづくり組織(協議会)への合意形成の支援 

○ 跡地利用に係る事業化検討調査 

 

２ 旧深谷通信所（平成 26年返還）                  （③ 14百万円 ②  19百万円） 

平成 30年２月に策定した跡地利用基本計画に基づき各施設の基本計画の検討を推進し、

環境影響評価及び都市計画手続きを進めるとともに、暫定利用に関する運営・維持管理

を行います。 

○ 事業実施に向けた計画全体調整 

○ 暫定利用に関する運営・維持管理 

◆ 関連する各局での取組 

環境影響評価手続き、公園・公園型墓園・道路に関する個別施設計画検討 

≪環境創造局・健康福祉局・道路局≫ 

 

３ 旧富岡倉庫地区及び池子住宅地区（横浜市域）の飛び地  （③ ３百万円 ② ３百万円） 

旧富岡倉庫地区については跡地利用の検討を行い、池子住宅地区（横浜市域）の飛び

地については早期返還実現に向けた取組と地元要望を踏まえた国等との協議を行いま

す。 

○ 旧富岡倉庫地区（平成 21年返還） 

  国有地処分に関する調整等 

○ 池子住宅地区（横浜市域）の飛び地（未返還（返還方針合意）） 

    発災時の避難場所利用などの地元要望を踏まえた国等との協議 
 
 
【参考】 

旧上瀬谷通信施設 （平成 27年返還） 

◆ 土地区画整理事業実施に向けた検討と都市計画等の手続の実施 ≪都市整備局≫ 

旧小柴貯油施設 （平成 17年返還）  
◆ 令和３年度夏頃の一部公開及び令和４年度末の第一期エリア公開を目指して公園整

備事業を推進≪環境創造局≫ 

 

2 市内米軍施設の返還と跡地利用の推進 

 

○…政策局事業   ◆…他局事業     
※各施設の事業費は政策局計上事業費 



                                                                

5 

 
 
 

  
第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７年度）スタートの年として、『女性活躍のさ

らなる推進』、『安全・安心な暮らしの実現』、『誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり』に取

り組みます。                    （③ 678百万円 ② 681百万円） 

      

 

１ 「第５次横浜市男女共同参画行動計画」に基づく重点施策の推進 

（③ 38百万円 ② 38百万円）      

（1）女性活躍のさらなる推進 

・ 誰もが働きやすい職場環境づくりやワーク・ライフ・バランスを積極的に進める市内

中小企業等を「よこはまグッドバランス賞」として認定し、認定企業の取組を広報・

ＰＲ 

・ 認定企業の経営者向けに女性管理職育成セミナーを実施 

・ 働く女性の学びと交流の場として「横浜女性ネットワーク会議」を開催 
    

（2）安全・安心な暮らしの実現 

・ ＤＶをはじめとする暴力の未然防止・根絶に向けた取組を推進 

・ 就職氷河期世代を中心とした非正規職シングル女性の就労支援を実施【新規】 
 

（3）誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり 

・ デートＤＶの防止や、性別にとらわれない職業選択、家事育児分担のあり方など

ジェンダーに関わる課題の理解促進を図るため、動画やＳＮＳ等を活用し、若い

世代に向けた広報・啓発を充実 

・ 学校や企業等と連携して、技術職場で活躍する女性との交流イベントなどを開催

し、女子中高生・学生の理工系分野への選択を支援 
 

     
２  男女共同参画センターを拠点とした施策の推進  （③ 641 百万円 ② 643 百万円） 

・ 男女共同参画センターにおいて、男女共同参画に関する資料の提供や広報・啓発、

女性の起業や就労、ワーク・ライフ・バランスの推進等に関する講座の実施、困難

を抱える方を対象とした相談等を実施 

    

 

3 男女共同参画の推進 

 

   ＳＮＳを活用したデートＤＶ防止啓発 横浜女性ネットワーク会議 
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「横浜市官民データ活用推進基本条例」及び「横浜市官民データ活用推進計画」を踏ま

え、「効果的かつ効率的な市政運営」、「市内経済の活性化」、「市民の皆様が安全で安心して

暮らせる快適な生活環境の実現」に向けた取組を着実に進めます。 
〇データを重視した政策形成の推進 
〇データ可視化・分析ツール（数値データ等を、グラフ・図表などでわかりやすく表現

し、分析することができるソフトウェア）の導入によるデータ活用環境の整備 
〇統合型ＧＩＳシステムの構築によるデータ活用環境の整備 
（ＧＩＳシステム：位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・

加工し、視覚的な表示や、分析に活用できるシステム） 
〇データ活用人材の育成 
〇オープンデータの推進 
〇先端技術・データを活用した協働・共創による取組の推進 

官民データ活用の推進 
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※（ ）内は令和２年度予算額  
 
 

 
 

○ 運営交付金 129億 167万円（127億 6,457万円） 

公立大学法人横浜市立大学の設立団体である本市が定めた第３期中期目標（平成 29～令

和４年度）を達成するために、法人に対し、私学との授業料格差相当分、地域貢献、政策的

医療、施設整備などの業務の財源に充てるために必要な運営交付金を交付します。 

 

○ 貸付金    15億円（15億円） 

附属２病院の医療機器整備に必要な資金を貸し付けます。 

医療機器の整備は、高度で先進的な医療を市民の皆様に提供するために必要であるため、

返済額の 1/2に相当する額を運営交付金として交付します。 

 

○ 横浜市立大学医学部・附属２病院等の再整備の検討 2,000万円【新規】 

令和２年 11月に行った市民意見募集等を踏まえ、令和３年３月に「横浜市立大学医学部・

附属２病院等の再整備構想」を策定しました。 

これを受け、令和３年度は、根岸住宅地区の返還動向等を踏まえつつ、再整備に係る具体的

な検討に着手し、再整備基本計画の策定に向けた取組を進めます。 
 
○ 市民総合医療センター改修 554万円（3億 4,950 万円） 

令和２年度に引き続き、老朽化が顕著な受変電設備の更新工事に向けた取組を進めます。

なお、受変電設備の更新工事の間の病院機能を確保するために実施している本館の手術 

室増設工事については、令和２年度末に完了し、これに合わせて先進的医療機器（ダ・ヴィ

ンチ等）も導入しました。 

 

【参考】センター病院改修のスケジュール（目安） 
 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４～ 

救急棟受変電設備更新 基本設計 詳細設計 設計状況を踏まえ、順次工事を実施 

 

○ 修学支援補助金 1億 2,634万円（1億 2,184 万円） 

令和２年度に引き続き、高等教育修学支援新制度等について適切に運用を図り、コロナ

禍においても、学生が学業を継続できるよう必要な経済的支援を行っていきます。 

 

≪横浜市立大学に関する関係局での主な計上事業≫          （単位：千円） 

 

事業名 事業費 説 明 

【医療局】 

Tele-ICU 体制整備支援 

(「2025 年に向けた医療

機能確保事業」内) 

30,000 

長時間労働が続く集中治療室における、働き方改革や治療の質向上を図る目

的で、市大附属２病院、脳卒中・神経脊椎センターの３病院間での遠隔医療体

制を令和元年度に構築し、令和２年度は市民病院を加えた計４病院での体制

整備を支援した。令和３年度は事業費に対する支援を実施する。 

【医療局】 

総合的ながん対策推進

事業 

50,000 

【うち市大におけるがん研究への支援】 

市大が行う先進的ながん研究に対し、治療に関する研究経費や研究に関わる

人材に係る経費を補助することにより、市内で提供されるがん医療の質の向上

を図る 

【医療局】 

横浜臨床研究ネットワー

ク支援事業 

70,000 

横浜市立大学が中心となり、市内・県内の医療機関が参加する「横浜臨床研究

ネットワーク」の運営に対して財政支援することにより、臨床研究や治験の効率

化・加速化・質の向上を図り、創薬や先進的な治療法等、研究成果の社会への

早期還元に向けた取組を支援する 

横浜市立大学について 
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横浜市の将来をしっかり見通し、社会経済情勢の変化に応じた政策を立案すること、そし

て、各区局がそれぞれの専門領域の中で、最大限チカラを発揮できるように、全庁的な調整

を行い、市政を牽引していきます。 
一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う対応や、ワクチン接種、選挙事務など

全庁的に取り組む業務も増加することが想定されることから、業務を重点化し、様々な事象

に柔軟に対応できる組織運営を目指す必要があります。 
 
 

目標達成に向けた組織運営 

１ 一歩先を見据えて、踏み出す 
・時代の変化にアンテナを張り、従来の考えや政策にとらわれない、将来を見据えた 

政策の検討を行います。 

・データを積極的に活用し、未来の課題を的確に捉え、いち早く対応します。 

 
２ 現場力・チーム力を発揮 

・対話を重視し、とりわけ、現場の声、担当職員の声をよく聞きます。 

・調整力を発揮し、庁内の力を結集して、共創の観点を持ちながら、新たな社会的 

課題に対応します。 

 

３ 職員の人材育成 
・積極的に庁外に出て、様々な立場の人の意見を聞き、幅広い知識の習得や様々な 
経験を積むことなどを通じて、課題発見力や政策調整力を醸成します。 

・責任職は、積極的な情報共有や様々な視点からの提案など、活発な議論の場づくり、 
対話ができる職場環境を実現します。 
 

４ 働き方改革 

・責任職が率先し、職場全体での更なる働き方改革（ペーパーレス、テレワーク、 
フレックスの活用等）に取り組み、さらに、キャリア形成支援や男女共同参画社会 
実現の観点を踏まえ、働きやすく働きがいのある職場づくりを進めます。 

・業務の見直しによる超過勤務の縮減や、休暇や育児休業等の取得を促進し、仕事と 
家庭の両立支援に取り組み、働きやすい職場を整えます。 
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Ⅱ 予算規模 
 
 
 令和３年度の予算規模は、194億 1,057万円で、前年度と比較すると、26億 7,910万円、

12.1％の減となります。 

  また、横浜市立大学に関連する予算を除いた予算規模は、32億 4,848万円で、前年度と

比較すると、20億 9,924万円、39.3％の減となります。 

 
 

区分 令和３年度 令和２年度 増 減（※） 増減率 

 政策局予算 194 億 1,057 万円 220億 8,967万円 ▲26億7,910万円 ▲12.1% 

 
市立大学関係費

を除く 
32 億 4,848 万円 53億 4,772万円 ▲20億9,924万円 ▲39.3% 

 市立大学関係費 161 億 6,209 万円 167億 4,195万円  ▲５億 7,986 万円 ▲3.5% 

内訳は、10ページの令和３年度政策局予算総括表をご覧ください。 

※ 主な減要因：国勢調査事業の終了による減（▲1,693百万円） 

        人件費の減（▲568百万円） 

        横浜市立大学関係施設整備費の減（▲482 百万円） 

 



４ 新たな劇場計画
　　　　　　検討費

31,000 200,000 ▲ 169,000

10

▲ 3,112

100,000 ▲ 61,000

19,410,569

※１　公立大学法人横浜市立大学職員等にかかる共済費
※２　横浜市立大学運営交付金（12,901,672千円）、横浜市立大学貸付金（1,500,000千円）、
　　　横浜市立大学関係施設整備事業（214,617千円）、
　　　横浜市立大学修学支援補助金（126,344千円）、公立大学法人評価委員会運営費（634千円）

54,180

678,114 681,226

▲ 341,640

▲ 340,673

▲ 8,569

10 統計情報費

２款１項２目
統計情報費

15,090,228

3,596,733

14,743,267

16,538

1,658,014

14,118

29,592

4,164,718

６ 男女共同参画費

５ 芸術創造推進費 39,000

17,06836,379

1,418,827

Ⅲ　令和３年度　政策局予算　総括表

区　分 令和３年度 令和２年度 増　減

うち市立大学関係費
（※１）

20,380,48419,273,418 ▲ 1,107,066
２款１項１目
政策推進費

８ 大学関連調整費 14,748,588

16,162,094

２ 大都市
      ・広域行政費

７ 共創推進運営費 ▲ 2,420

15,083,940

３ 政策費 54,283

16,741,954 ▲ 579,860

▲ 1,572,036

前年比

▲12.1%

1,709,187

▲ 2,679,102

うち市立大学関係費
（※２）

45,611

137,151

１ 政策総務費 ▲ 567,985

▲ 239,187

９ 基地対策費

83,875

19,311

▲3.5%

1,709,187

うち市立大学関係費

▲ 1,572,036137,151

合　　　　　計 22,089,671

（単位：千円）



 Ⅳ　事業別内訳

11



（本年度事業内容）

1　政策運営費等

(1)職員人件費
・常勤特別職（６人）、常勤一般職員（198人）

(2)管理費等

2　市政報道推進費 （9,389千円）

本
年
度
の
財
源
内
訳

63,621千円 （62,947千円）

(1) 報道機関調整費
　  ・報道機関への的確かつ迅速な市政情報の提供を図るため、市長記者会見や記者発表
 　　 の運営、市政情報の記録などを実施
　  ・市長定例会見のインターネット映像配信や、市政情報の新聞掲載、報道モニタリン
      グ機器の管理

(2) 外国報道推進費
　  ・市政情報を世界に向けて発信するために、外国報道機関等の駐日特派員を対象に、
 　 　横浜市の情報を電子メールなどで配信するニュースリリースや、横浜市の重要施策
　　  や施設などを紹介するプレスツアーを実施

12

一般財源 3,596,144
千円

8,778千円

その他 589
・公立大学法人横浜市立大学職員等にかかる
  共済費　　　　　　   1,418,827千円千円

市債 -                 
千円

（4,092,382千円）

国・県 -                 
千円 2,105,507千円

4,164,718
千円 3,587,955千円 （4,155,329千円）

差　　　引 ▲ 567,985
千円 3,524,334千円

※（　）内は令和２年度予算額

1 政策総務費   政策局の人件費等庶務的経費、市政報道の推進に
要する経費です。

本　年　度
予　算　額 3,596,733

千円

前　年　度
予　算　額



（本年度事業内容）
1　大都市制度・地方分権推進費

2　広域行政運営費

　「横浜特別自治市大綱」（令和３年３月改訂）に
基づき、横浜にふさわしい大都市制度「特別自治
市」の早期実現に向けた取組を拡充します。
　また地方分権の推進に向けた取組を行うととも
に、広域的課題の解決に向け、九都県市首脳会議な
ど、他の自治体と連携した取組を行います。

・特別自治市の早期実現に向け、本市独自要望を
　行うとともに、他の指定都市とも連携し、立法
　化実現のため、国への働きかけを実施
・特別自治市が担う業務、住民自治構造など特別
　自治市の具体像、広域連携のあり方等の検討・
　調査、有識者へのヒアリング等を実施【新規】

　・市民の皆様に横浜市が目指す特別自治市制度をご理解いただくため、広報冊子の発行や
　　ＰＲイベント等の拡充
　・地方分権の推進や国への提言・要望等の取組を実施

10,372千円 （9,943千円）

・本市を取り巻く広域的な課題、大都市部に共通する都市問題などの解決に向けて、九都
  県市首脳会議や近隣自治体との連携促進などの取組（国への提言・要望や共同検討等）
　を行うための事務的経費及び関係組織への分担金・会費等を負担
・「友好交流に関する協定」に基づき、山梨県道志村・群馬県昭和村との友好交流を推進

一般財源
千円

千円

市債 -                
千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県
26,007千円 （9,368千円）

千円

その他 -                

36,379

19,311
千円

差　　　引 17,068
千円
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※（　）内は令和２年度予算額

2 大都市・広域行政費

本　年　度
予　算　額 36,379

千円

前　年　度
予　算　額

「国の制度及び予算に関する提案・要望」の実現に向けた提案 特別自治市に関する市民向け講演会の開催

第78回九都県市首脳会議（Web会議） 大都市自治研究会（附属機関）による答申の提出

「第３次 横浜市大都市自治研究会 答申」手交式

小泉 進次郎 環境大臣へ提案 「大都市制度シンポジウムin関東学院大学」の開催



1　政策調査費

(1) 中長期的な政策課題検討

2　政策支援・データ活用推進費
(1) データ活用の推進

(2) 基礎的調査等

3　海洋施策推進費

　地域の輸送資源の実態把握、ＩＣＴ活用等も含めた移動サービス等に関する基礎調査を
行います。モデル地区での実証に向けたケーススタディの実施など、地域における重層的
かつ多様な移動サービスの可能性を検討し、地域交通施策の推進を図ります。

　本市の抱える地域課題等に対し、課題解決や地域の活性化に資するデジタルサービスを
検討します。また、導入効果や実現可能性の高いサービスについて、令和４年度以降のモ
デル実施を想定した調査を行います。

　市民生活及び市政運営に大きな影響を及ぼすと考えられる政策課題について、解決に向
けた調査・検討を行います。また、課題解決に向けたより効果的な政策形成手法の検討を
行います。

　横浜市中期４か年計画の進行管理、地方創生関連、専門委員報酬、不動産鑑定費、出張
旅費等

　海洋に関し、教育・研究・産業などの活動の拠点となる“海洋都市横浜”を目指し、
「海洋都市横浜うみ協議会」を中心に、海に関する市民の皆様の理解・関心を高める取組
や市内産業の活性化に資する取組などを推進します。

5,054千円  （5,480千円）

　区局の政策立案への支援として市民意識調査等を実施するほか、職員の政策立案能力の
向上等を図るため調査季報を発行します。

4,000千円  （5,000千円）

　横浜市官民データ活用推進基本条例及び横浜市官民データ活用推進計画を踏まえ、デー
タの可視化・分析ツールの活用等によりデータを重視した政策形成の推進を図るととも
に、オープンデータの推進、データ活用人材の育成及びＧＩＳの活用推進に取り組みま
す。また、区局連携促進事業により、ＥＢＰＭを踏まえた人口減少対応策の検討を行いま
す。

4,810千円  （5,800千円）

32,875千円 （22,483千円）
 27,821千円 （17,003千円）

　・デジタル技術の活用による地域活性化検討【新規】 10,000千円

　 ・その他政策課題検討調査費 22,190千円 （21,000千円）

   （－千円）

※（　）内は令和２年度予算額

3 政策費
　社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズに柔
軟に対応した政策の推進を図るため、本市の政策課
題等に迅速・的確に対応して企画・調整を進めると
ともに、横浜市中期４か年計画の着実な推進を図り
ます。

本　年　度
予　算　額 83,875

千円

前　年　度
予　算　額 54,283

千円

差　　　引 29,592
千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 -                
千円 47,000千円

一般財源 64,069
千円

その他 19,806 　 市民生活の安全・安心を支えるとともに、活力や賑わ
いのあるまちづくりを進めていくための検討や、政策課
題等に迅速・的確に対応するため各区局と連携した企
画・調整を実施
　 また、市政への助言等を行う専門委員の関連経費
や、政策課の所管する事務事業を実施

千円

市債 -                
千円
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　　（－千円）

(2) その他事務費

（本年度事業内容）

42,190千円 （21,000千円）
　・地域の総合的な移動サービスのあり方検討調査【新規】 10,000千円

（26,800千円）



　

 (3)　事務費
　事務用品購入費、出張旅費等

　　劇場計画地の周辺を含めたエリア（観光エンター
テイメントゾーンなど）について、交通アクセスや魅力
ある空間づくりなどの調査検討

１　新たな劇場計画検討費　31,000千円（200,000千円）

　(1)　管理運営に関する調査　　　　　　　　23,000千円

  (2)　関連計画に関する調査　　　　　　　　　5,000千円
千円

千円

市債
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本
年
度
の
財
源
内
訳

▲169,000

一般財源 31,000

-                

国・県 -                

千円
その他 -                

千円 （本年度事業内容）

前　年　度
予　算　額 200,000

千円

差　　　引
　　芸術の創造と発信や、育成機能の充実、収益力
の確保などが実現できる劇場運営に向け、プログラム
の具体化、運営主体の方向性や民間企業との連携
などの検討

　　　　　　　　　 3,000千円

千円

※（　）内は令和２年度予算額

4 新たな劇場計画検討費

本　年　度
予　算　額 31,000

  新たな劇場計画について、基本計画や管理運営な
どに関する調査検討を行います。令和３年度は、新
たな劇場整備検討委員会の提言をふまえた課題につ
いて引き続き検討します。

千円



 
 

 

(3)  国際連携

(4)  アドバイザリー支援

(5)  事務費
 事務用品購入費、出張旅費等

　舞台芸術の活性化による地域づくりや、次世代育
成につながる取組を行うとともに、広報や国際連携
を推進します。

  (1)  次世代育成・舞台芸術の活性化　　　　19,000千円

　  舞台芸術や新たな劇場整備への関心や理解を深
めるため、ワークショップなどによる意見交換の実施、
多様な媒体を活用した情報提供等千円

千円

   (2)  広報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   8,600千円

千円

　 次世代育成として本格的な舞台芸術に触れるプロ
グラムの企画・実施、地域の舞台芸術の活性化に向
けた方策の検討
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一般財源

本
年
度
の
財
源
内
訳

その他

39,000

-                
千円

※（　）内は令和２年度予算額

5 芸術創造推進費

本　年　度
予　算　額 39,000

差　　　引

千円

１　芸術創造推進費　　　　　 　 39,000千円(100,000千円）
（本年度事業内容）前　年　度

予　算　額 100,000
千円

市債

千円
国・県 -                

▲61,000

-                

 海外劇場との連携やネットワークの強化につながる取組の実施

 芸術分野等における有識者からの専門的な提案・アドバイス、技術支援の提供等

　　 4,500千円

3,200千円

 3,700千円



　

（本年度事業内容）

（17,665千円）

(2) 安全・安心な暮らしの実現

(3) 誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり

(4) 行政運営（計画の推進に係る体制整備）

 2　男女共同参画センター運営事業

・第５次横浜市男女共同参画行動計画の公表・広報
・横浜市女性活躍推進協議会
　「横浜市女性活躍推進協議会」と連携した、市内企業の女性活躍及び働き方改革の推進

(1) 男女共同参画センター運営費　　　　563,874千円（574,598千円）
    ・男女共同参画センター横浜　ホール天井脱落対策等工事実施設計
(2) 公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会補助金【拡充】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 76,713千円 （68,509千円）
　　・「女性の課題解決のための電話相談事業」を実施

　　　640,587千円（643,107千円）

6,254千円（15,747千円）

・若い世代に向けた広報・啓発【拡充】
　デートＤＶの防止や、性別にとらわれない職業選択、家事育
　児分担のあり方などジェンダーに関わる課題の理解促進を図
　るため、動画やＳＮＳ等を活用し、若い世代に向けた広報・
　啓発を充実
・理工系女子応援事業
　学校や企業等と連携して、技術職場で活躍する女性との交流
　イベントなどを開催し、理工系分野への選択を支援

8,806千円 （3,945千円）

10,680千円   （762千円）
・暴力防止キャンペーン
　ＤＶをはじめとする暴力の未然防止・根絶に向けた取組の推進
・就職氷河期世代非正規職シングル女性支援事業【新規】
　就職氷河期世代を中心とした非正規職シングル女性に対して就活コーディネーターの伴
　走による就労支援を実施

一般財源 662,478

-                

その他 836
千円

14,800
千円

・よこはまグッドバランス賞
　誰もが働きやすい職場環境づくりやワーク・ライ
　フ・バランスを積極的に進める市内中小企業等を
　「よこはまグッドバランス賞」として認定し、認
　定企業の取組を広報・ＰＲ
　認定企業の経営者向けに女性管理職育成セミナー
　を実施
・横浜女性ネットワーク会議
　働く女性の学びと交流の場として「横浜女性ネッ
　トワーク会議」を開催

千円

千円

37,527千円

 (1) 女性活躍のさらなる推進
1　男女共同参画推進事業千円

差　　　引 ▲3,112
千円 11,787千円

（38,119千円）

※（　）内は令和２年度予算額

千円

前　年　度
予　算　額 681,226

　第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７
年度）スタートの年として、『女性活躍のさらなる
推進』、『安全・安心な暮らしの実現』、『誰もが
活躍できる豊かな地域・社会づくり』に取り組みま
す。
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6 男女共同参画費

本　年　度
予　算　額 678,114

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県

市債

技術職場で活躍する女性との交流イベント

キャリアカウンセリングの様子

技術職場で活躍する女性との交流イベント

キャリアカウンセリングの様子

技術職場で活躍する女性との交流イベント

キャリアカウンセリングの様子



1　共創推進運営費

(2) 指定管理者制度

(4) PPP/PFI

(5) 新たな発想に基づく公民連携の取組の推進

 ・PFI制度の適切な運用とPFI事業の安定的な推進を図るため、横浜市民間資金等活用事業
　 審査委員会を開催し、新規PFI導入に関する審議や事業進捗状況等の確認などを実施
 ・サウンディング調査の実施支援を含め、庁内のPPP事業検討を側面的に支援し、民間の
   資金・ノウハウの活用による公共施設の整備等や保有資産の有効活用などを推進

 ・新たな公民連携手法の一つである成果連動型民間委託（PFS）の導入に向けた実証として
   産前産後の母親の不安軽減に資すると期待されるオンライン健康医療相談サービスの
　 効果検証を継続実施するとともに、各区局がPFSに取り組むための支援や環境整備を実施
 ・公共空間活用については、令和元年度に策定した手引きに基づき、事業者の参入しやすい
　 環境づくりに取り組むとともに、各区局の取組を引き続き支援

 ・適切な制度運用を推進するため、ガイドラインに基づき各施設所管区局の取組を支援
 ・指定管理者自らの業務改善につなげるために、客観的な視点に基づく第三者評価を推進
   参考:賃金水準スライドによる令和３年度の追加額は、臨時職員分の増により
　　　　459施設分で1,845千円（各局にて計上）
　　　　※本来ルール(注)では減額となるところ、コロナ禍に配慮し、正規職員分の減額を
　　　　　見送り、臨時職員分の増額のみ実施
　　　　　（注）正規職員分：本市人事委員会勧告の民間給与実態調査の対前年変動率を適用
　　　　　　　　　 臨時職員分：神奈川県最低賃金の対前年変動率を適用

(3) 広告事業・ネーミングライツ
 ・財源確保及び経費縮減を図るため、市の様々な資産を活用した広告事業及びネーミン
   グライツを推進する各区局の取組を支援

（本年度事業内容）
14,118千円 (16,538千円)

(1) 共創の取組の推進
 ・民間提案窓口「共創フロント」の運用
 ・オンライン上での共創フロントの活用促進・提
　 案の質向上のための新たな基盤の構築・運用
 ・様々な課題に対し、多様な主体が対話により具
   体的な解決を目指す「共創ラボ」の実施、「リ
   ビングラボ」の支援
 ・オープンデータや先端技術を積極的に利活用
   し、社会課題の解決や市民生活の利便性を向上
   させる取組の推進
 ・民間と行政とのオープンな対話・交流の場「共
   創フォーラム」の開催
 ・公民連携の取組を全庁的に推進するため、「共
   創アクションセミナー（職員研修）」を開催

千円

市債 -                
千円

一般財源 14,015

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 -                
千円

その他 103
千円

千円

差　　　引 ▲2,420

16,538

千円

前　年　度
予　算　額

18

※（　）内は令和２年度予算額

7 共創推進運営費

本　年　度
予　算　額 14,118

千円

　企業・団体など様々な民間主体及び行政の資源や
ノウハウを相互に活用しながら、社会的課題・地域
課題の解決に向けてオープンイノベーションに取り
組みます。
　また、共創推進のための諸制度の運用改善や、新
たな発想に基づく公民連携の取組を推進するととも
に、これを支える職員の人材育成や組織風土づくり
を進めます。



（本年度事業内容）

1　横浜市立大学調整費

(1) 法人評価委員会運営費

(2) 運営交付金等

○運営交付金 大学 76.4億円（76.1億円）
附属病院 30.7億円（30.0億円）
ｾﾝﾀｰ病院 21.9億円（21.6億円）

【３年度の主な取組】
国際化推進事業費
戦略的研究推進経費
先端医科学研究センター運営費
特定機能病院運営費
救急医療経費
学生・研修医等実習経費
医療機器整備貸付金の返済支援経費

○貸付金

○修学支援補助金

2　横浜市立大学関係施設整備事業

　  　（634千円）
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を減免するための経費を補助金として交付

214,617千円 （696,897千円）
　・ 横浜市立大学の施設の天井脱落対策（八景キャンパス、センター病院）を実施
　・ センター病院の改修（受変電設備の更新）を実施
　・ 医学部・附属２病院等再整備基本計画の検討【新規】

1,500,000千円 (1,500,000千円)
・先進的医療機器（ＭＲＩ、抗がん薬調製支援装置等）の導入・更新

126,344千円 （121,836千円）
 「大学等における修学の支援に関する法律」に基づき、横浜市立大学の学生の授業料等

855,405千円 （855,405千円）
760,237千円 （718,398千円）

149,144千円 （149,144千円）
178,645千円 （178,645千円）
471,152千円 （471,152千円）

25,200千円 （25,200千円）
80,000千円 （80,000千円）

14,528,016千円 （14,386,409千円）

・公立大学法人横浜市立大学の設立団体である本市が定めた中期目標を達成するため
　に、この目標の中で示した算定基準のもと、法人に対し、私学との授業料格差相当分
　や、地域貢献、政策的医療、施設整備などの業務の財源に充てるために必要な運営交
　付金を交付
・附属２病院の医療機器整備に必要な資金について貸付（５年間で返済）
・この医療機器の整備は、高度で先進的な医療を市民の皆様に提供するために必要であ
　るため、返済額の1/2に相当する額を運営交付金として交付

12,901,672千円 (12,764,573千円)

千円 ・横浜市立大学の業務の実績に関する評価等を
　行うため、地方独立行政法人法第11条に基づ
　き、市長の附属機関として設置した「横浜市
　公立大学法人評価委員会」を運営

市債 1,682,000
千円

一般財源 13,061,282
千円

（14,387,043千円）

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 5,297
千円

その他 9
634千円

前　年　度
予　算　額 15,090,228

千円

差　　　引 ▲ 341,640
千円 14,528,650千円

※（　）内は令和２年度予算額

8 大学関連調整費
　公立大学法人横浜市立大学を、設立団体として
支援します。
　また、市内にキャンパスを置く大学との連携を
進めます。本　年　度

予　算　額 14,748,588
千円



3　学術都市推進事業
(1) 学術都市推進事業

大学

経済団体 横浜商工会議所、横浜市工業会連合会、横浜企業経営支援財団（IDEC）

民間企業 浜銀総合研究所

国際交流団体 横浜市国際交流協会（YOKE）・国際学生会館

インターンシップ

企業対象

(2) 大学と地域がつながるまち事業

(3) 大学調整等事務費

※公立大学法人横浜市立大学に係る経費として、上記以外に12ページの「１政策総務費」
　「１政策運営費等 (1) 職員人件費」のうち、公立大学法人横浜市立大学の固有職員及び
  市からの派遣者分の共済費として、地方公共団体としての横浜市が負担する経費1,418,827
  千円があります。
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・市内大学の学長又は理事長と市長、区長との意見交換の場である「大学・都市パート
　ナーシップ協議会代表者会議」を開催
・大学や区局からの連携要望に応じたコーディネートの実施
・大学の地域貢献活動、本市との連携事例等を、区役所・図書館等における巡回パネル
  展示により、広く市民の皆様に紹介
・協議会参加大学が一堂に会し、市内大学の魅力を広く市民の皆様に知ってもらうため
　のイベントを開催（Webやオンラインによる情報発信、大学による地域貢献活動のパネ
  ル展示等を実施）

235千円 （426千円）
   横浜市立大学と本市関係区局等との調整業務を実施

キャリア教育
・日本の企業文化の基礎を学ぶ科目等、学年の進行に合わせたプログラム開発

・市民ボランティア「チューター制度」の活用（横浜市国際学生会館既存事業）

・就労体験型のインターンシッププログラムの開発、受入企業の開拓

・企業向けセミナーの開催、採用等実例集の作成・配付

4,021千円 （4,787千円）

＜留学生就職促進プログラムの主な内容＞
①参画機関・団体（横浜市関係）

〔採択大学〕横浜国立大学、横浜市立大学　〔協力大学〕神奈川大学、関東学院大学

②プログラム開発・実施内容
次の4つのプログラムを開発・実施し、市内大学をはじめ、県域の大学へ拡大

日本語教育
・ビジネス日本語のプログラムを開発

・正規科目の他、大学サテライトキャンパス等を活用した土曜日・夏季・春季集中講義の実施

※（　）内は令和２年度予算額

5,321千円 （6,288千円）
1,065千円 （1,075千円）

・文部科学省に採択された「留学生就職促進プログラム」について、採択大学である横
  浜国立大学及び横浜市立大学が行う各種プログラムの開発を支援
・外国人留学生の採用等に意欲・関心のある市内企業へのヒアリング調査等を行い、市
  内企業の実態を把握するほか、各種プログラムへの参加を促進
・横浜国立大学、横浜市立大学による各種プログラムの開発・運営支援を担う事務局を運
　営し、市内大学へプログラムを展開
・｢留学生就職促進プログラム｣の県域展開及び令和４年度以降の自立的な運営に向けた
　神奈川県、県内他都市、各大学、関係団体との調整並びに具体的な取組の実施



（本年度事業内容）

1　基地対策事業

2　跡地利用推進事業

(1) 根岸住宅地区

(2) 旧深谷通信所

(3) 旧富岡倉庫地区及び池子住宅地区（横浜市域）の
　　飛び地 等

〈経過〉
平成16年10月 日米合意（市内６施設・区域の返還方針）

平成30年11月 日米合意（16年合意の見直し）　

　・池子住宅地区(横浜市域)における米軍住宅等建設の取り止め

　・根岸住宅地区における返還を見据えた共同使用の協議開始

令和元年11月 日米合意(根岸住宅地区における共同使用開始)

　・瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドック水域：約107,500㎡

＊水域
　・小柴水域：約420,000㎡
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池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域） 367,590 旧上瀬谷通信施設（H27.６返還） 2,422,396
合計 1,504,131

瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドック 523,317 旧富岡倉庫地区（H21.５返還） 28,988
根岸住宅地区 429,203 旧深谷通信所（H26.６返還） 773,747

施設名 土地面積 施設名 土地面積
鶴見貯油施設 183,784 旧小柴貯油施設（H17.12返還） 526,205

・事業実施に向けた計画全体調整
・暫定利用に関する運営・維持管理

3,456千円 （3,570千円）
・旧富岡倉庫地区の跡地利用の検討及び国有地処
  分に関する国との調整
・池子住宅地区（横浜市域）の飛び地における
　地元の要望を踏まえた国等との協議

＊市内米軍施設（提供中） 単位：㎡ ＊既返還施設 単位：㎡

一般財源 44,901
千円

14,000千円 （18,600千円）

・民間土地所有者等によるまちづくり組織(協議
  会)への合意形成の支援
・跡地利用に係る事業実施のための調査・検討

（52,170千円）

市債 -                
千円 26,550千円 （30,000千円）

千円

その他 -                
千円 44,006千円

（2,010千円）

差　　　引 ▲ 8,569 ・市内米軍施設及び区域の返還実現に向けた取組
・米軍の活動による市民生活への支障を生じさせな
　い取組

千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 710

千円

前　年　度
予　算　額 54,180

千円 1,605千円

※（　）内は令和２年度予算額

9 基地対策費 　市内米軍施設の返還実現に向けた取組を推進する
とともに、返還後の跡地利用の具体化を進めます。

本　年　度
予　算　額 45,611

市内米軍施設等位置図市内米軍施設等位置図



（本年度事業内容）

2　統計調査員確保対策事業費及び統計思想普及事業費

3　統計情報事業費

　

10 統計情報費

1　基幹統計調査費
▲1,572,036

千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 135,824

差　　　引

一般財源 1,319

134,184千円

千円

（1,705,962千円）千円

※（　）内は令和２年度予算額

千円

市債 -                

　「経済センサス-活動調査」等の基幹統計調査を
実施します。
　また、人口や主要な基幹統計等、横浜市に関する
統計をホームページで公表するほか、刊行物等を発
行し広く情報発信します。

本　年　度
予　算　額 千円

前　年　度
予　算　額 1,709,187

137,151

・登録調査員の確保や資質向上を目的とした研修等を実施
・統計思想の普及を目的とした各種報告書等の発行及び統計調査従事職員の能力向上を目
　的とした研修等を実施

1,327千円 （1,595千円）
・人口や主要な基幹統計等、横浜市に関する統計情報を市ホームページにおいて公表
・政令市及び東京都区部の比較を目的とした「大都市比較統計年表」（大都市統計協議会
　編集）の刊行（有償頒布）
・経済情勢（経済規模、成長率、市民所得の水準等）を明らかにする「市民経済計算」
  の推計や、推計結果の活用の促進に向けた報告書の刊行
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1,640千円 （1,630千円）

・基幹統計調査は、国が実施する統計調査のう
　ち、総務大臣が指定した重要な統計調査
・市は「統計法」及び「統計法施行令」に基づ
　く法定受託事務として調査員による実地調査
　等を統括
＜令和３年度実施調査＞
　「経済センサス-活動調査」及び「学校基本調
査」を実施

その他 8

千円

千円

◆横浜市統計情報ポータル
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/tokei-
chosa/portal/

◆横浜市人口ニュース
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